公売の手引き

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十勝市町村税滞納整理機構
	公売の手続等については、公売公告に定めた事項のほか、次に掲げる取扱い手続によって行いますので、これらの事項を十分承知のうえ公売に参加してください。

	公売保証金
	１　入札前に公売公告に定めた公売保証金を納付してください。公売保証金を納付した後でなければ入札に参加することはできません。

２　入札後、最高価申込者及び次順位買受申込者以外の入札者が納付した公売保証金は返還します。

	入札の方法
	１　入札に先立ち、暴力団員等に該当しない旨の陳述書を個人、法人の入札者の区分に応じ、また、代理人が入札する場合は委任者、代理人がそれぞれ提出してください。

２　入札書の用紙は、売却区分ごとに異なりますので、所定のものを使用してください。
３　入札参加者は、入札書に住民登録（商業登記）をしてある住所（所在地）及び氏名（名称）を記入して押印してください。

４　法人が入札に参加するときは、代表権限を有する者の役職及び氏名を入札書の入札者欄に併せて記入してください。

５　代理人が入札するときは、代表権限を証する委任状を提出してください。

６　入札価額は見積価額以上の金額を記入してください。

７　共同入札をする場合は、公売保証金を納付する際に申し出てください。

	入札枚数等の制限
	１　入札者が、一つの公売財産について複数の入札書を提出した場合は、いずれの入札書も無効になります。
２　書き損じたときは、訂正をしないで新しい用紙を請求してください。

	開札の方法
	１　入札書は、入札者の立会いのうえ、入札者の前で開札します。

２　入札者が開札場所にいないとき、又は立会いに応じないときは公売事務担当者以外の職員を立ち会わせます。

	買受人の制限
	１　滞納者は自己の財産を直接であると間接であるとを問わず、買受けすることはできません。

２　提出された陳述書に基づき北海道警察へ法力団員等に該当するか否かの調査の嘱託を行い、暴力団員等に該当すると認められた場合には買受けすることができません。

３　国税徴収法第１０８条の規定により公売参加の制限を受けている者は入札できません。

	最高価申込者及び次順位買受申込者の決定
	１　入札価額が見積価額以上で、かつ最高価額である入札者を最高価申込者と決定します。

２　最高価申込者の入札価額に次ぐ高い価額（見積価額以上で、かつ最高入札価額から公売保証金の額を控除した金額以上）で入札し、次順位による買受申込みをした入札者を次順位買受申込者と決定します。

３　次順位買受申込者が納付した公売保証金は、原則として代金納付期限まで返還しません。

	追加入札とくじ
	１　最高価額の入札者が２人以上あるときは、追加入札を行って最高価申込者を決定します。
２　追加入札の価額は、追加入札の基因となった入札価額以上の価額でなければなりません。

３　追加入札をしてもなお入札価額が同じであるときは、『くじ』により最高価申込者を決定します。

４　追加入札すべき者が入札しなかったとき、又は追加入札の価額がその追加入札の基因となった入札価額に満たないときには、国税徴収法第１０８条の規定が適用される場合があります。

	再度入札
	１　入札者がないとき、又は入札者はあったがその入札価額が見積価額に達しなかったときは、再度入札を行うことがあります。

	最高価申込者の決定の取消し
	１　最高価申込者の決定後、公売財産に係る市税の完納の事実が確認できたとき、又は国税徴収法第１０８条若しくは同法第１１４条により買受け等の取消しがあったときは、最高価申込者の決定を取り消します。

	売却決定
	１　公売公告に定めた日時に最高価申込者に対して行います。

２　場所は十勝総合振興局4階　十勝市町村税滞納整理機構です。

３　次順位買受申込者に対して行う場合は、国税徴収法第１１３条第２項各号に掲げる日に行います。

	次順位買受申込者への売却決定
	１　最高価申込者の決定又は最高価申込者に対する売却決定が取り消されたとき、若しくは最高価申込者が国税徴収法第１１４条により入札又は買受けの取消しをしたときは次順位買受申込者に対して売却決定を行います。

	買受代金の納付
	１　売却決定を受けた者は、公売公告に定めた期日までに買受代金を納めて

ください。なお、次順位買受申込者が売却決定を受けた場合は、国税徴収法第１１５条第１項の規定により、売却決定を受けた日から起算して７日を経過した日が納期限となります。

	売却決定の取消し
	１　公売財産に係る市税の完納の事実が、買受代金の納付前に証明されたときは、その売却決定を取り消します。
２　買受代金をその納付期限までに納付しないとき、又は国税徴収法第１０８条若しくは同法第１１４条により買受け等の取消しがあったときは、その売却決定を取り消します。

	権利移転・危険負担移転時期
	１　買受代金を全額納付したときに、原則として公売財産を取得します。
２　この場合の危険負担は、買受人が買受代金の全額を納付したときに移転します。

	権利移転手続
	１　公売財産の権利移転に伴う費用（登録免許税等）は、買受人の負担となります。
２　権利移転の手続は買受人が行うことになりますが、所有権移転登記請求書及び必要書類等を提出されれば当市が手続を行うこともできます。
３　なお後日、不動産取得税（道税）が課税されます。

	公売保証金の返還
	１　最高価申込者と次順位買受申込者以外の入札者の公売保証金は、入札終了の告知後、公売会場の公売保証金納付窓口にて返還します。
２　公売保証金の返還を受ける際は、領収書に住所、氏名を記入のうえ押印し、公売保証金納付窓口に提出してください。なお、営利法人又は個人営業者である場合は収入印紙（２００円）の貼付が必要です。
３　最高価申込者等について、提出された陳述書に基づき北海道警察へ法力団員等に該当するか否かの調査の嘱託を行い、暴力団員等に該当すると認められた場合には最高価申込を取消し、公売保証金を返還します。

	公売保証金の帰属
	１　買受人が、買受代金をその納付期限までに納付しないことにより売却決定が取り消された場合には、その者が納付した公売保証金は、その公売に係る市税に充当され、なお残余があるときは、これを滞納者に交付します。
２　国税徴収法第１０８条第２項の処分を受けた者の公売保証金は、当市に帰属します。

	買受申込み等の取消し
	１　買受代金の納付期限前に、滞納者から不服申立て等により滞納処分の続行の停止があったときは、その最高価申込者及び次順位買受申込者は、その停止している間は、入札等又は買受けを取り消すことができます。

	消費税及び地方消費税
	１　公売財産が土地の場合は、非課税財産ですので、消費税及び地方消費税（以下消費税等）はかかりません。
２　公売財産が建物の場合は、課税財産ですので、原則として消費税等相当額を納付していただきます。見積価額に消費税等相当額をあらかじめ算入しております。入札書に記入された「入札価額」をもって売却決定します。
３　土地と建物が混在する財産の場合は、見積価額に消費税等相当額をあらかじめ算入しております。入札書に記入された「入札価額」をもって売却決定します。

	その他
	１　当機構は、公売財産（不動産）の引渡しの義務を負いません。

２　当機構は、公売財産上にある残置物の撤去等の義務を負いません。

３　当機構は、契約不適合責任を負いません。


